提　案　理　由
昨年７月、臨時会において提案された「大阪府におけるカジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）誘致の賛否を問う住民投票条例制定の件」については、地方自治法に基づき、普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者、すなわち選挙権を有する大阪府民の５０分の１以上となる、約１９万３千筆の署名をもって制定の請求がなされた。
我が会派としては、本請求を投票資格者等の修正案を提示した上でご審議いただいたが、残念ながら成立には至らず、また、その後もＩＲ誘致を巡る様々な疑問点が府民から寄せられるなど、府民への十分な説明と理解が得られていない状況にあると考える。また、こうした中、国では府市によるＩＲの認可申請について審査がなされているが、まだ正式に認可に至ってない状況であり、今一度、ＩＲの大阪誘致について、府民の真意を問うべきと考える。
よって、大阪府におけるカジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）誘致の賛否を大阪府知事選挙と同日に問うため、本住民投票条例を制定するもの。
